
公共施設マネジメントの取り組み
について

伊丹市 財政基盤部 財政企画室 経営企画課

令和6(2024)年6月11日
第2回行財政審議会

資料３

1



公共施設マネジメントについて
• 社会状況の変化や施設の状態を勘案し、次世代に過大な負担を遺さず、施設の量、質の

最適化を図る取り組み。
• 本市の令和22年における将来人口（総人口）は、令和2年に比べ10.8％の減少が見込まれ

ており、現在ある施設を将来も同規模で保持した場合、1 人当たりの延床面積は増加し、
1 人当たりの財政負担が増加することになる。

平成27年3月策定（令和5年2月改訂）

①適切な維持管理
②ライフサイクルコストを考慮
③施設の機能移転、統合、複合化
④新規整備は総量規制の範囲内
⑤施設マネジメントの一元化
⑥PPP手法の活用
⑦市⺠参画による公共施設マネジメント

７つの基本方針
平成28年2月策定
基本的考え方

①耐震性がない施設は、機能移転による事業継続を検討
②大規模修繕や建替えの検討する際は、相乗効果が発現でき
る機能移転・複合化を基本に検討

③次世代に引き継いでいく施設は、ライフサイクルコスト縮
減の観点で、計画的な保全・⻑寿命化

④既存施設の余剰空間、時間を市全体として有効活用し、他
機能の受け入れや新たなニーズに対応

⑤⺠間のノウハウ・技術を活用し、サービスの向上、事業の
効率化、財政負担の軽減

◇伊丹市公共施設等総合管理計画 ◇伊丹市公共施設再配置基本計画
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公共施設マネジメントについて
• そこで、公共施設等総合管理計画及び公共施設再配置基本計画を策定し、総人口減少率

を目安として、施設総量（延床面積）を令和22 年度までに10％以上削減することを数値
目標としている。

■数値目標（建物施設）
○市が保有する施設の総延床面積を、令和22年度までに10％以上削減

令和2年度︓61.1万㎡ ⇒ 将来（令和22年度）︓55.0万㎡ （6.1万㎡減）
（2020年） （2040年）

人口推移と延床面積

出典）将来⼈⼝︓第６次総合計画の将来⼈⼝推計（国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所
「日本の地域別将来⼈⼝」（平成30年推計）に準拠した推計）

▲10％

▲10％

R5.2月改訂後

項目 令和2年
（2020年）

令和22年
（2040年）

変化率
（R2⇒R22）

人
口

総人口 198,138人 176,810人 △10.8％

高齢者人口（65歳以上） 51,476人 60,393人 ＋17.3％

生産年齢人口（15-64歳） 119,497人 95,868人 △19.8％

比率（高齢者：生産年齢） 1：2.3 1：1.6 ―

延
床
面
積

総面積 611.493㎡ 同左 ―

総人口１人当たり 3.09 ㎡／人 3.46 ㎡／人 ＋12.0％

生産年齢１人当たり 5.12 ㎡／人 6.38 ㎡／人 ＋24.6％
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（参考）施設分類別の再配置方針（伊丹市公共施設再配置基本計画抜粋P.74・75）

施設毎の
検討の優先順位付け

短期・中期・⻑期の
時間軸を設定

ポイント

ポイント
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公共施設マネジメントの取り組み状況について
◇現・行財政プランの計画期間に実施した主な再配置事業

R1〜R4年度実施
新保健センター等複合化施設整備事業

延床面積 △8㎡（△1％） 延床面積 △255㎡（△30％）

再配置基本計画に従い、機能移転対象とされた施設について公共施設マネジメントに取り組
んできた。

延床面積 △1,241㎡（△14％）

博物館の機能移転に伴う
伊丹ミュージアム整備事業

R1～R3年度実施

緑ケ丘センター等集約化事業

H30～R3年度実施複合化 複合化 集約化
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中⻑期保全費用の変動について
• 建築物価指数の急激な増加に伴い、公共施設（建物）の中⻑期保全費⽤が大幅増
• 1,810億円 → 2,660億円 +850億円（×1.5倍）
• 60.3億円/年 → 88.7億円/年

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

130

120

110

100

90

建築費指数の推移

R6版-中⻑期保全費⽤（案）・・・第4次行財政プランに反映R2版-中⻑期保全費⽤・・・現・行財政プランに反映

整備保全費⽤約2,660億円整備保全費⽤約1,810億円

◆中⻑期保全費⽤の試算条件
• 「近年の工事実績をもとに床面積あたりの工事費単価を設定し算定する

方法」と「当初建築費をもとに算定する方法」を⽤いて概算費⽤を算出
• R7〜R15は、内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」における「消費

者物価上昇率」を適⽤
• R16以降は、R15までの上昇状況を維持
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（参考）文化・スポーツ施設のあり方検討
◇文化施設
• H24に実施した市⺠アンケートを踏まえて、⽂化施設のあり方を検討中

⇒ R6.12月以降にあり方検討の最終報告を行う予定

竣工 H10(1998).8

構造 SRC造 地下1階 地上6階

延床面積 12,634㎡

建設費 74億6,800万円

貸室 大・中ホール、会議室、
プレイルーム、練習室等

中⻑期保全費⽤ 293億2,100万円

竣工 H3(1991).12

構造 RC造 地下1階 地上3階

延床面積 4,179㎡

建設費 25億8,500万円

貸室 メインホール、小ホール、
練習室 等

中⻑期保全費⽤ 101億2,800万円

竣工 S63(1988).11

構造 SRC造 地下1階 地上3階

延床面積 2,445㎡

建設費 12億4,600万円

貸室 メインホール、
カルチャールーム

中⻑期保全費⽤ 54億2,700万円 7



（参考）文化・スポーツ施設のあり方検討
◇演劇ホール（アイホール）の活⽤検討について ※都市企業常任委員協議会資料抜粋（R3.11.17）
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（参考）文化・スポーツ施設のあり方検討
◇スポーツ施設
• R4に実施した伊丹市スポーツ推進計画の中間見直しを踏まえて、スポーツ施設の今後の

施設のあり方を検討中 ⇒ R7末に決定する見込み
• 中⻑期保全費⽤に含まれない施設（屋外競技施設）も多数あり、現在改修費⽤を試算中

施設名 機 能

スポーツ
センター

陸上競技場
野球場
テニスコート
●体育館
●室内プール
●クラブハウス

緑ケ丘
体育館・
武道館

●体育館・武道館

屋外プール

市立野球場 野球場
市立相撲場 相撲場

施設名 機 能
稲野公園運動施設 自転車広場、運動広場、卓球

ﾛｰﾗｰｽｹｰﾄ場 ｽﾋﾟｰﾄﾞﾘﾝｸ、ﾎｯｹｰﾘﾝｸ
荒牧運動広場 テニスコート

猪名川運動広場等
グラウンド（第1〜第4）
テニスコート

神津運動広場 グラウンド（第1〜第2）
古池運動広場 グラウンド
堀池運動広場 グラウンド

昆陽池 トリムランニングコース
瑞ケ池 トリムランニングコース

施設名 機 能
●アイ愛センター 温水プール、フィットネス
●ラスタホール ジム、プール、フィットネス
●スワンホール 体育館、トレーニングルーム
県立⻄猪名公園 テニスコート、競技場

スカイランドHARADA 多目的運動広場

企業福利厚生施設
住友総合グラウンド、クボタ総合
グラウンド、三菱電機伊丹総合グ
ラウンド

⺠間企業スポーツ施設
スイミングスクール、フィットネ
ス、トレーニング、体操、ダンス、
ボクシング、テニス、卓球 等

※●の施設（機能）は、中⻑期保全費⽤に計上
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社会情勢の変化が『公共施設マネジメントに与える影響』
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１．人口減少が公共施設マネジメントに与える影響
• 市税収入の大幅な増加は見込めない。
• １人当たりの延床面積が増加し、 １人当たりの財政負担が増加する。
⇒将来見込まれる人口減少率10％を踏まえ、公共施設（建物）の延床面積を10％以上削減

することを推進している。※地域、建物種別による偏在性は考慮しない

現行の公共施設マネジメントにおいて、人口減少は織り込み済み。
引き続き、再配置基本計画等の再配置方針に基づき実施する事業を計画的かつ着実に実施で
きるよう、毎年度の予算措置の枠組みを設定し、施設の機能移転や複合化、⻑寿命化を積極
的に推進していくべきではないか。

行財政運営のあり方（論点）
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２．物価・賃金の上昇が公共施設マネジメントに与える影響
• イニシャルコスト（施設の整備）のみならず、ランニングコスト（施設の維持管理）の

上昇に影響を与える。
• 賃金と物価の好循環（インフレ）下においては、一定の市税の伸びが期待できる一方、

使⽤料（受益者負担）については料金改定を行わない限り、収入が伸びず、結果として
公費（市税等）負担が増加することとなる。

⇒物価・賃金の上昇に伴うランニングコストの増加は、原則、市税と適正な使⽤料で賄う
必要がある。

賃金と物価の好循環（インフレ）下においては、受益者負担の考え方に基づき、使⽤料へ
の適正な価格転嫁（料金改定）を行っていくべきではないか。

使⽤料を値上げしないと・・・
歳出は上昇

受益者負担の割合が減少
（公費（市税等）の負担が増加）

※出典：内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算」
（R6.1.22経済財政諮問会議提出）

（使⽤料）

公費負担

行財政運営のあり方（論点）
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・発行抑制額
10億円/年

・年限
10年債

３．金利の上昇が公共施設マネジメントに与える影響
• 施設整備に伴い発行する地方債の公債費（利息）を増加させる。
• 「金利のある世界」においては、公債費（利息）を軽減し、利払い費の増加リスクに備

えることが財政健全化に必要な取り組み。
⇒土地売却収入等の臨時一般財源が生じる場合や基金を活⽤することで、交付税措置のな

い地方債（市⺠負担となる借金）の発行を抑制することが効果的。

金利上昇に伴う公債費（利息）の増加を軽減するため、交付税措置のない地方債の発行抑制
を行うなどの対策を行っていくべきではないか。

◆地方債の発行抑制による効果額（想定）

【条件】 【効果額】
320万円/年
（年利：0.32％）
※R1〜R5の国債金利（3月）平均

1,000万円/年
（年利：1.0％）

金利上昇前

上昇後

[公債費+病院補助]の推移

⇒ 金利上昇に伴い、２倍以上の効果額が見込まれる。
行財政運営のあり方（論点）
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公共施設マネジメントに伴う取組目標

・公共施設（建物）の延床面積10％以上の削減を推進。
・施設更新の計画的な実施により、施設更新経費（イニ

シャルコスト）と管理運営経費（ランニングコスト）を
合わせたトータルコストの削減を図る。

公共施設マネジメントによる事業費削減
目標を設定

交付税措置のない地方債の発行抑制

・臨時一般財源などの余剰資金が生じる場合、その範囲
内で発行抑制を実施することが、「金利のある世界」
において従来にも増して有効。また、将来世代の財政
負担を軽減する効果が得られ、財政健全化に寄与する
もの。

賃金と物価の好循環下に伴う使⽤料
への適正な価格転嫁

・賃金と物価の上昇に伴うランニングコストの増加は、
原則、市税と適正な使⽤料で賄う必要がある。

・使⽤料手数料等審議会の答申（R元.7月）を踏まえた
受益者負担の考え方に基づき、必要な原価を適切な
使⽤料で賄えていない施設については、適正な価格
転嫁を行う。

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト

10%削減

20年

ランニングコスト削減
イメージ図

イニシャルコスト削減
イメージ図

イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト

30年

削減後の事業費 10％削減

（4年間の中⻑期保全費⽤および維持管理に係る
費⽤を10％削減）
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（参考）伊丹市の公共施設の状況について
◇公共施設の延床面積
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分類
延床面積
(万㎡)

割合（％）

学校教育施設 24.6 40.1

住宅施設 11.3 18.4

文化・社会教育系施設 5.4 8.8

公営企業施設 4.8 7.8

その他施設 4.1 6.8

行政系施設 3.9 6.3

子育て支援施設 2.0 3.3

集会施設 1.8 2.9

福祉施設 1.6 2.6

ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 1.4 2.2

公園施設 0.5 0.8

合計 61.4 100

※各項目の数値は、小数点以下第２位を四捨五入している

ため、内訳の計と合計が一致しない場合があります。

R4末の状況

施設数：約260施設 延床面積 61.4万㎡

建物・・・学校教育施設が40％（24.6万㎡）、次いで住宅施設（市営住宅）
が18％（11.3万㎡）となっており、この２つで全体の約６割を占
めている。

伊丹市公共施設マネジメント（伊丹市公共施設等総合管理計画）の詳細は以下のリンクを参照
https://www.city.itami.lg.jp/SOSIKI/SOGOSEISAKU/SISETU_MANA/shisetum_keikaku/1425879648788.html



（参考）伊丹市の公共施設の状況について
◇公共施設の経費情報
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R2末の状況

【収支】
施設全体の収入 18億円

〃 支出 168億円
〃 収支 ▲150億円

全体合計の内訳


